
 
経済観光・港湾委員会資料

平 成 2 0 年 1 2 月 5 日

港 湾 局

 

請願第 57 号 偽りの告示行為等に対する処分について 
 
１ 経過 
  20.3.14  告示を失念していた神奈川区栄町の土地（以下「本件土地」と

いいます。）について横浜市港湾施設使用条例第 2 条第 2 項の規定

に基づき告示しました（平成 20 年 3 月横浜市告示第 105 号）。 
       緊急に告示を行う必要があったことから、市役所の掲示場に掲

示しました。 
   

20.3.18   本件土地の位置付け及び利用について、再度整理するため 3 月

14 日に行った告示第 105 号を取り消す告示を行いました（平成 20
年 3 月横浜市告示第 106 号）。 

       告示第 106 号についても、緊急に告示を行う必要があったこと

から、告示第 105 号と同様に市役所の掲示場に掲示しました。 
 

20.8.15   本件土地について改めて検討を行った結果、平成 20 年 8 月 15
日発行の横浜市報定期第 706 号に横浜市告示第 294 号として港湾

施設の告示を登載しました。 
 
２ 告示の効力 
  横浜市公告式条例には、告示の公表に関する規定はありませんが、従来か

ら、公告式条例の規定にならい、告示についても横浜市報に登載することと

しています。 
  横浜市報への登載のほか、公告式条例では、天災地変その他緊急の必要が

ある場合には、市役所及び市所属公署の掲示場に掲示して横浜市報への登載

に代えることができることとされています。 
告示第 105 号及び第 106 号は、緊急の必要に基づき市役所の掲示場に掲示

していることから、告示の公表の手続及びその効力に問題はありません。 
 
３ 依命通達との関係 
  昭和 25 年 9 月 1 日の公告式条例の施行に伴い、これに合わせて発出された

「決裁文書における市長の署名について（総務局長依命通達）」第 4 項によれ

ば、条例等の公布又は公表については、これを登載した市報を市民その他の

者が閲覧しようとすればそれが可能な状態にならなければ公布又は公表の効

力が生じないとされています。 
  ただし、これは横浜市報に登載して告示の公表を行う場合の取扱いであり、

緊急の必要により市役所の掲示場に掲示して横浜市報への登載に代える場合

の取扱いではありません。 



４ 告示第 105 号及び第 106 号を横浜市報に登載していない理由 
告示第 105 号及び第 106 号については、横浜市報に登載していませんが、

これは、本件土地について、港湾施設として管理することも含めて検討する

ことにしたため、両告示を直近事後に発行される平成 20 年 3 月 25 日発行の

横浜市報に同時に登載した場合には、港湾施設を設置する告示とこれを取り

消す告示という両告示の関係から、その旨が市民に正しく伝わらないとの判

断によるものです。 
 
 
 
 
 
 
 

参  考 

 
○ 地方自治法（昭和 22 年 4 月 17 日法律第 67 号） 
第 16 条 （第 1 項から第 3 項まで省略） 
４ 当該普通地方公共団体の長の署名、施行期日の特例その他条例の公布に関

し必要な事項は、条例でこれを定めなければならない。  
５ 前２項の規定は、普通地方公共団体の規則並びにその機関の定める規則及

びその他の規程で公表を要するものにこれを準用する。但し、法令又は条例

に特別の定があるときは、この限りでない。 
 
○ 横浜市公告式条例（昭和 25 年 8 月 30 日横浜市条例第 35 号） 
 （この条例の目的） 
第 1条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 16条の規定に基づく公告式は、

この条例の定めるところによる。 
 （条例の公布） 
第 2 条 （第 1 項省略） 
２ 条例の公布は、横浜市報に登載してこれを行う。但し、天災地変その他緊

急の必要により横浜市報に登載して公布することができないときは、市役所

及び市所属公署の掲示場に掲示してこれにかえることができる。 
 
○ 決裁文書における市長の署名について（昭和 25 年 8 月 31 日総行第 786 号

総務局長依命通達） 
４ 公布又は公表の効力 条例、規則の公布及びその他の規程等の公布又は公

表については、これを登載した市報を市民その他の者が閲覧しようとすれば

それが可能な状態にならなければ公布又は公表の効力が生じないから、その

立案に当たっては、市報の定期発行日（毎月 5 日、15 日及び 25 日）及び公

布又は公表の日を勘案して立案し、緊急を要する等特殊事情によるものに限

り市報号外を発行するようにすること。 
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